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2021.7.20 りそなアジア・オセアニア財団第 39回セミナー （於：ウェスティンホテル大阪） 

第１部講演録 

 

「時代を超えて選ばれ続ける革新的なエネルギー＆サービス 

カンパニー」への進化と持続可能な社会の実現に向けて 
 
 

大阪ガス株式会社 代表取締役社長 

藤原 正隆 

 

大阪ガスの藤原でございます。このたびは、コロナ禍におき

ましても、このような機会をご提供いただきました、関係者の皆

様に感謝申し上げます。 

本日は、エネルギー会社の視点から、直近のカーボンニュ

ートラル化に関する議論の動向や、Daigas グループが今度ど

のようにカーボンニュートラルにチャレンジしようとしているか、

についてご説明いたします。 

 

１．Daigas グループの概要 

 

初めに、Daigas グループの概要からご説明いたします。

我々は大阪のガス会社として 1905 年に創業し、1 世紀以上関

西のエネルギー供給を担ってきました。現在では、関西のみな

らず全国でガスや電力といったエネルギー供給を行っており、

お客さまアカウント数は 940万件に達しています。 

国内でのガス・電力といったエネルギー事業のみならず、国

内での知見を活かした海外エネルギー事業や、エネルギー事

業で培ったノウハウを元に、ライフ＆ビジネスソリューション事

業を展開しています。 

現在は、利益の約半数を国内ガス事業以外で稼いでおり、

「暮らしとビジネスの“さらなる進化”のお役に立つ企業グルー

プ」として、2018 年にグループ名を「大阪ガスグループ」から、

「Daigasグループ」と変更いたしました。 

 

この図は、Daigas グループのバリューチェーンを示していま

す。創業当初は「ガス会社」としてお客さまにガスをお届けする

ビジネスを行ってきましたが、それが図の水色と青色の線で表

す「国内エネルギー・ガス事業」となります。当社は海外で採掘

された天然ガスであるメタンを、マイナス 162度まで冷やして液

化し、体積を気体の約 600 分の１まで圧縮して国内に LNG タ

ンカーによって輸入しています。国内で受け入れた基地で気

化させて熱量を一定に調整し、「都市ガス」として道路に敷設さ

れたガス導管を通じてお客さまへ気体のガスを供給しています。   

また、LNG 受け入れ基地の近傍で、この天然ガスによる火

力発電を行い、お客さまに電気も供給しています。近年では

再生エネルギーである、太陽光や風力による発電にも力を入

れています。そして、このような国内で得られたエネルギー事

業の知見を活かして、海外でのガス事業や電力事業も行って

います。 

さらに、ガス事業で培った社有地管理のノウハウから都市開

発事業、料金システムなどのＩＴシステムのノウハウから情報ソリ

ューション事業、都市ガスを製造する際に発生する副産物のノ

ウハウから材料ソリューション事業なども手掛けており、ライフ

＆ビジネスソリューション事業として Daigas グループの柱となり

つつあります。 
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次に、グループの企業理念と長期経営ビジョンについてご

紹介いたします。グループの目指す姿としては、「暮らしとビジ

ネスの”さらなる進化”のお役に立つ企業グループ」を標榜して

います。お客さま、社会、株主さま、従業員の４つの価値創造

を宣言するとともに、”サービス第一”を社是としており、本日ご

説明するカーボンニュートラルの実現に向けて、これら４つのス

テークホルダーを意識した取り組みを行いたいと考えています。   

また、長期経営ビジョンとして 2030 年に向け、「お客さまの

期待」、「事業の枠」、「企業の枠」の３つの枠を超えることを掲

げており、以下の９つの領域で「時代を超えて選ばれ続ける革

新的なエネルギー＆サービスカンパニー」を目指しています。 

現在、世界の脱炭素化の潮流は、急激に加速しており、産

業構造や経済社会のパラダイム転換が起こりつつあります。

Daigasグループは、このようなパラダイム転換期において、まさ

に「枠を超える」ことが求められているのだと思います。 

 

Daigas グループの主要な取り組みについて、ご紹介してい

きます。まず、国内エネルギー事業の小売に関してですが、

低・脱炭素化の取り組みは、エネファームや太陽光・蓄電池等、

お客さまのニーズにあった最適なものをご提案しています。 

デジタル活用においては、お客さま一人ひとりのニーズに合

致した商品やサービスとして、ツナガル de給湯器や D-Fireな

どの新しいサービスをご提供しています。 

また、既存サービスの高度化に力をいれており、料金メニュ

ーや住ミカタ・プラスなどのお困りごとへの対応メニューを拡充

させています。首都圏を含むエリアの拡大、水処理・薬品など

も含めたサービスの多様化を図っています。 

 

次に、ガス製造やエンジニアリング事業をご紹介いたします。

安定的なガス製造や、スマートファクトリー化や AI を活用した

LNG基地の生産性向上に努めるとともに、LNG基地の冷熱技

術を応用した産業ガス事業や、LNG 基地建設・保守で培った

エンジニアリング力を活かしたエンジニアリング事業では、アジ

アへの事業拡大を目指しています。 

 

ガスネットワーク事業では、DX を活用した保安・安定供給の

高度化や生産性向上に加えて、地域共創活動を通じた地域

社会の活性化への貢献に努めます。 

来年度からは、法的分離によって分社化されるため、経営

機能の強化も図ります。 

 

また、国内エネルギー事業として、ガスだけでなく電力にも

取り組んでいます。 

電源調達では 2030 年までに再生可能エネルギーの電源

500 万 kW の開発・保有を目指すとともに、デマンドレスポンス

や蓄電池などの VPP の活用による新しいビジネスモデルの構

築を進めていきます。 
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国内電力事業は、1995 年の IPP 自由化から取り組んでおり、

規制緩和・事業環境変化に合わせて、これまで有機的な成長

を積み重ねてきた結果として、Daigas グループの事業の柱に

まで成長しています。今後も、再エネ事業を拡大することにより、

世の中のカーボンニュートラル実現に貢献していきたいと考え

ています。 

 

続いて、Daigas グループの海外エネルギー事業についてご

紹介いたします。 

海外では国内エネルギー事業で培ったノウハウを活かして、

シェールガスを初めとするガス上流への投資や、米国フリーポ

ートのような LNG 液化基地の運営、アジア各国でのエネルギ

ーインフラ開発や発電事業、LNG 調達に加えてトレーディング

ビジネスの拡大などに取り組んでいます。 

今後、カーボンニュートラル LNG の調達や、我々が技術開

発していくカーボンリサイクル技術の輸出など、海外において

もカーボンニュートラルに取り組んでいきたいと考えています。 

 

特に、東南アジアは今後も成長が期待できる市場であり、各

国で積極的に新たなビジネス開発に取り組んでいきます。 

これまで国内で培った事業ノウハウによって、現地の人ともエ

ネルギーに関するローカルビジネスを展開しており、地に足の

着いた取り組みによって、これらの国の成長にも寄与できるも

のと確信しております。 

 

最後は、ライフ＆ビジネスソリューション事業です。 

我々はエネルギー事業だけなく、エネルギー事業に付随して

生まれたノウハウを武器に様々なビジネスも展開しています。 

都市開発事業、情報事業、材料事業などのビジネスは、我々

のグループの事業の新たな柱として成長しつつあります。 

 

２．エネルギー事業を取り巻く環境変化 

 

 

次に、エネルギー事業を取り巻く環境変化として、カーボン

ニュートラル議論の動向についてご説明いたします。ここに示

しておりますのは、世界の主要国のカーボンニュートラル表明

状況です。日本は、昨年 10 月の菅総理による脱炭素宣言に

続き、4 月に温室効果ガスを 2030 年度時点で 2013 年度比

46%減というチャレンジングな目標を表明されました。欧米各国

は軒並み 50%以上の削減を表明しており、日本も世界の主要

国と同じように気候変動に対応していこうとしています。本日は、

この大きな変革期にエネルギー事業、特に都市ガス事業でど

のような議論が行われきたかをご紹介したいと思います。 

 

まず、昨年末までのカーボンニュートラル化に関する議論の 

流れを見ていきます。 

昨年 10 月 26 日に、菅総理が所信表明演説で、2050 年ま

でに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする、すなわちカ 
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ーボンニュートラル、脱炭素社会を目指すことを宣言されまし

た。それまでも、国として 2050年までに 80%削減されることは明

言されていたものの、この 10月の宣言で一気に世の中の雰囲

気が変わったように思います。国の審議会や委員会の中で、

カーボンニュートラル化を具体化するための議論が大きく増え、

各企業からもカーボンニュートラル化に関するプレス発表が増

えました。そういった状況の中、都市ガス業界では、昨年 9 月

から「2050 年に向けたガス事業の在り方研究会」という国の研

究会で、カーボンニュートラル化を含む、未来のガス事業につ

いて議論がスタートしていました。 

12 月 16 日には、日本ガス協会から、「カーボンニュートラル

チャレンジ 2050」というビジョンを公表し、各業界の中でいち早

く 2050 年カーボンニュートラル化にチャレンジすることを宣言

いたしました。丁度そのころ、国が新たな重要分野を位置づけ、

高い目標を掲げた上であらゆる政策を盛り込んだ実行計画と

して「グリーン成長戦略」を策定し、「グリーンイノベーション基

金」として、NEDO に 2 兆円の基金を造成されることとなりまし

た。グリーンイノベーション基金の対象は、グリーン成長戦略に

おいて実行計画を策定している重点分野で、政策効果が大き

く、社会実装までを見据えて長期間の継続支援が必要な領域

に支援することが示されています。 

昨年 12 月 25 日に、国からそのグリーン成長戦略（案）が公

表されましたが、残念ながら都市ガス事業の位置付けは非常

に小さなものでした。そこで、当社は都市ガス事業のカーボン

ニュートラル化のビジョンを具体的に示すべく、今年 1 月に

「Daigas グループ カーボンニュートラルビジョン」を公表いたし

ました。 

 

このスライドでお示ししているのが、昨年 12 月に国が公表し

たグリーン成長戦略の 14の重要分野です。ご覧のとおり、エネ

ルギー関連産業に都市ガスの脱炭素に関連した分野の記載

はありませんでした。真ん中の輸送・製造関連産業の 11 番の

カーボンリサイクル産業は、コンクリート、バイオ燃料、プラスチ

ック原料の記載となっていますが、この一部に都市ガスに関す

る記載がわずかにあるだけでした。 

 

ここで、日本の都市ガス事業の特徴についてご説明したいと

思います。電力事業と違って、従来から都市ガス事業者という

のは、実は全国に２００事業者近くもあり、お客さま目線で、地

域に根差したエネルギー供給を行ってきました。カーボンニュ

ートラル化に際しては、このような事業特性も踏まえて考えてい

く必要があると考えています。 

 

次に、ガス体エネルギーがなぜ必要か？という点について

見てみたいと思います。 

ガス体エネルギーの一般的な特徴として、輸送能力や貯蔵

性が高いということが言えます。輸送能力では、特にメタンはエ

ネルギー密度が高いため、同じエネルギー量を効率的に遠隔

地まで輸送することができます。例えば、水素と比較しますと、

同一体積ではメタンは熱量が約 3倍あります。貯蔵性について

は、長期間劣化しないため、電気とは異なり、大容量のエネル

ギーを直接的に貯蔵することが可能です。また、ガス燃焼機器

は瞬時性や温度域の広さ、省スペースなど、お客さまの利便

性を踏まえた使用ができます。 

こういった特性を踏まえ、国内の熱需要を担うエネルギーと

して、都市ガスが利用されています。既に、全国約 3,000 万件

のお客さまに都市ガスを供給するインフラが整備されており、
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そのガス導管の総延長は 26 万キロメートルにも達し、受け入

れ・貯蔵できる大規模な LNG 受け入れ基地も全国に 35 箇所

あります。このように、これまで整備されてきた社会インフラが

活用できることも、都市ガスの大きな強みとなります。 

 

続いて、少し話が前後しますが、昨年 12 月中旬に日本ガス

協会が公表した「カーボンニュートラルチャレンジ 2050」をお示

しします。ガスのカーボンニュートラル化に向けたシナリオとし

て、３つのシナリオを提示しています。 

１つ目は「徹底した天然ガスシフト・天然ガスの高度利用」で

す。脱炭素化への移行コストは大きいため、まずは徹底的に

低炭素化に取り組むというものです。石油・石炭から低炭素な

天然ガスへの燃料転換を始め、高効率なコージェネレーション

や燃料電池の普及拡大など、まずは天然ガスシフトを促し、高

度利用による低炭素化を進めるというものです。    

2 つ目は、「ガス自体の脱炭素化」です。後程詳細をご紹介

するメタネーションや水素利用等、供給側のイノベーションによ

りガス自体の脱炭素化を進めます。 

最後に、「CCU、CCSや海外貢献の取り組み」です。CCU と

は「Carbon Capture and Utilization」の略称で、排出される二

酸化炭素を回収し利用する技術のことです。また、CCS とは、

「Carbon Capture Storage」の略称で、排出される二酸化炭素

を回収し貯留する技術のことです。これらの技術も組み合わせ

ることにより、カーボンニュートラルを目指すもので、更に国内

で開発した革新的な技術を海外展開して、世界の二酸化炭素

削減へ貢献したいと考えています。このようなビジョンを都市ガ

ス業界として早いタイミングで打ち出したものの、残念ながら国

のグリーン成長戦略の中での位置づけは小さいものでした。 

 

このような都市ガスを、いかにカーボンニュートラル化してい

くかということですが、我々は「メタネーション」という技術に着

目しています。この「メタネーション」は、日本語で訳せば「メタ

ンを合成する」ということなのですが、二酸化炭素を排出しない

再生可能エネルギーの電気により水を電気分解して生み出さ

れる水素と、お客さまなどから排出されるＣＯ２を再利用して合

成することにより、メタンを作りだすという技術です。このＣＯ２を

再利用した「カーボンニュートラルメタン」を、既存のガス製造

基地やガス導管を使ってお客さまにお届けすることにより、「カ

ーボンニュートラル化」を実現しようというものです。 

 

いまご紹介した内容も踏まえて、当社は「Daigus グループカ

ーボンニュートラルビジョン」を今年 1 月に公表し、より具体的

なビジョンを皆様にご提示いたしました。そのような取り組みを

積み重ねた効果もあってか、今年 3 月のガス事業在り方研究

会の答申では、「2050 年のカーボンニュートラルの実現に向け、

脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基盤強化に関する課

題について、今後官民で検討を連携して進めていく」ことが示

されました。4 月になって、気候サミットで菅総理が 2030 年度

において温室効果ガスを 2013年度からの 46%削減を目指すこ

とを新たに宣言されました。5 月には、国の総合エネルギー資

源調査会基本政策分科会にて、2050 年のカーボンニュートラ

ルシナリオ分析結果が示されました。総エネルギーコストミニマ

ムを目指したシナリオでは、産業部門で石炭から都市ガスへの

転換を示唆されています。さらに 6 月には、改めてグリーン成

長戦略の修正案が示されましたが、カーボンニュートラルメタ

ンとして「次世代熱エネルギー産業」が新分野として追加され

ました。このように、都市ガスの重要性が再認識されています。 
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 今年に入って、2 月に日本ガス協会から 2030 年、2050 年の

カーボンニュートラルメタンの導入数値目標が示されました。 

2050年にはカーボンニュートラルメタン 90%、水素直接利用 5%、

バイオガスなどのその他の脱炭素化の手立てによって 5%、を

目指します。これによって、より具体的なガスのカーボンニュー

トラル化の道筋が明らかになっています。 

 

このような日本ガス協会からの具体的な数値目標の提示も

あり、今年 3 月には、国のガス事業在り方研究会にてメタネー

ション推進に向けた今後の取り組みが示されました。より高効

率に合成メタンを製造できる革新的技術開発に取り組むととも

に、官民一体となって課題解決に向けた取り組みを推進する

体制が必要とされています。国の協力も得ながら、都市ガス業

界は、ガスのカーボンニュートラル化にチャレンジしていきます。 

 

5 月には、国の総合エネルギー資源調査会 基本政策分科

会にて、日本が 2050 年カーボンニュートラルのシナリオ分析

結果が提示されました。その前提として、メタネーションによる

カーボンニュートラルメタンや合成燃料が、水素と並んでその

役割を担うことが示されています。 

 

このスライドでは、シナリオ分析結果の 2050 年の最終エネ

ルギー消費量を示しています。2015 年時点で、発電を除く天

然ガスの利用は全体の約 10%ですが、2050 年には全体の比

率の約 15%がエネルギーとして、7%が非エネルギーとして利用

される予測となりました。このように、既存の社会インフラが活

用できる天然ガスは、カーボンニュートラル化できれば、熱需

要をまかなうのに有効なエネルギーであると考えられます。 

 

これらの結果もふまえて、6 月にはグリーン成長戦略の修正

版が示されましたが、エネルギー関連産業に新たな重要分野

の１つとして、「次世代熱エネルギー産業」が加わりました。 

この次世代熱エネルギー産業は、メタネーションによる「カーボ

ンニュートラルメタン」を示しており、その有用性が再認識され

ています。 

また、この「次世代熱エネルギー産業」だけでなく、輸送・製

造関連産業の「カーボンリサイクル・マテリアル産業」において

も、「カーボンニュートラルメタン」が取り入れられています。

我々都市ガス業界は、グリーン成長戦略に位置付けられた「カ

ーボンニュートラルメタン」を実現すべく、今後様々な取り組み

を行っていくことになります。 

 

３．ミライ価値の共創 ～中期経営計画２０２３～ 

 

 

続いて、今年 3 月に公表した Daigas グループの中期経営

計画についてご紹介いたします。 

今回の中期計画を策定するにあたり、この 「Creating Value 

for a Sustainable Future」 として 「ミライ価値の共創」 という

キーワードを設定しました。これは、気候変動影響や脱炭素潮
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流の加速、新型コロナウィルスの感染拡大が私たちの生き方、

働き方、暮らし方における価値観を激変させている中、持続可

能な社会の実現に向けて、我々は大きな社会課題の解決に

挑戦し、ソリューション・イノベーションによる強みを活かして、

ステークホルダーの皆様と「ミライ価値」を一緒に創り出し、そ

の価値を分かち合っていきたいという想いからです。また、新

たにROICという経営指標を導入し、先ほどご紹介したような各

事業のポートフォリオ経営を進化させていきたいと考えていま

す。これらの取り組みを通じ、「時代を超えて選ばれ続ける革

新的なエネルギー＆サービスカンパニー」への進化と、持続可

能な社会の実現への貢献を果たすことを宣言しました。 

それでは、2021 年度から 2023 年度までの 3 カ年を対象と

する中期経営計画 2023「Creating Value for a Sustainable 

Future」、CVS2023について説明します。 

 

私たちの社会は、気候変動による自然災害の増加、脱炭素

潮流の急加速、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

など、想定を超える速さと規模で広がり、人々の暮らし方や働

き方、価値観、ライフスタイルまでを大きく変えつつあります。 

Daigas グループは、これまでもエネルギーインフラ企業として、

持続可能な社会の実現を目指した社会課題の解決に取り組

んできましたが、今後は、その企業としての使命を時代の変化

に即してさらに進化させ、変化の時代における社会課題の解

決に挑戦することで、新たな社会的・経済的価値を創り出し、

グループ価値の向上と持続的な成長につなげていきたいと考

えています。 

今回、Daigas グループでは、社会課題の解決に向けて創り

出したい価値を「ミライ価値」と定義し、我々のソリューションや

イノベーションにおける強みを活かすとともに、ステークホルダ

ーの皆様との共創によりその実現を目指し、成果も分かち合っ

ていくことを目指しています。持続可能な社会の実現を目指し

た 3 つの価値はいずれも極めて高い目標であり、同じ価値を

共有する全てのステークホルダーの皆様と協力しなければ実

現が難しいと認識しています。国内外の全てのステークホルダ

ーの皆さまと共に、新たな価値の創造を図っていきたいと思い

ます。 

 

本中期経営計画の重点戦略の 1 点目は、「ミライ価値の共

創」です。国内外のステークホルダーの皆さまとともに、「低・脱

炭素社会の実現」、「New ノーマルに対応した暮らしとビジネス

の実現」、「お客さまと社会のレジリエンス向上」、の３つの実現

に向けて新たな価値を創り出していきます。重点戦略の 2点目

は、「企業グループとしてのステージ向上」です。「事業ポート

フォリオ経営の進化」、「デジタルトランスフォーメーションによる

事業変革」、「従業員一人ひとりの価値の最大化」、の 3つの重

点的な取り組みによって、我々の稼ぐ力を高めるとともに、変

化に柔軟に対応しながら価値を創造する経営基盤の強化を図

っていきます。これらの本中期経営計画の取り組みを通じた成

長の成果として、ROIC の 5％程度の達成と営業キャッシュフロ

ーの直近 3 か年度の 1.5 倍への向上、それら利益成長に応じ

た株主還元を目指しています。 

 

それでは、まず、「ミライ価値の共創」からご説明いたします。 

「ミライ価値の共創」の 1 点目は、最重要事項だと考えている

「低・脱炭素社会の実現」です。今回の中期経営計画に先立

ち、1月に「カーボンニュートラルビジョン」を公表しています。 

詳細は後ほどご説明いたしますが、そこでお示ししている通り、 

これまでの天然ガス利用拡大の取組みに加えて、メタネーショ 

ンなどのイノベーションによる都市ガス原料そのものの脱炭素

化、今も継続して取り組んでいる再生可能エネルギーの導入

を軸とした電源の脱炭素化によって、2050 年のカーボンニュ

ートラル実現を目指します。 

一方、これらを実現するための脱炭素技術の確立やコスト

低減には、技術革新が必要であり、多くの時間がかかると言わ

れています。それまでの間、CO2 排出の総量を早く削減する



8 

 

取組みが不可欠だと思っていますので、2030 年度に「再生可

能エネルギー普及貢献 500万 kW」、「国内電力事業の再生可

能エネルギー比率 50％程度」、「CO2 排出削減貢献 年間

1,000万トン」の 3点を目指すべきマイルストーンとして、挑戦し

ていきます。 

 

「ミライ価値の共創」の２点目は、「New ノーマルに対応した

暮らしとビジネスの実現」です。これは、我々のビジネスそのも

のの、B to C、B to Bの部分となります。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を機に、人々のライフ

スタイルや働き方、ビジネスモデルが大きく変わりました。私た

ちは環境変化に直面するお客さまの暮らしやビジネスに徹底

的に寄り添い、デジタル技術やイノベーションを起点とした、こ

れまで以上にお客さまに応じたカスタマイズをしたソリューショ

ンの提供や、お客さまの期待に応える新たなソリューションや

サービスの開発にも精力的かつ継続して取り組みます。引き

続き、関西だけでなく国内広域や海外で B to C、B to Bの新

たなアプローチを拡大しアカウント 1,000 万件を早期に達成す

るとともに、アカウント 1件 1件の価値を高めることでマネタイズ

していきます。 

 

「ミライ価値の共創」の 3 点目は、「お客さまと社会のレジリエ

ンス向上」です。 

10 年前の東日本大震災の発生に加え、阪神淡路大震災の

経験から、我々はお客さまと社会のレジリエンス向上に向けて

不断の取り組みをしていかなければならないと考えています。

また、気候変動対応やエネルギーの安定供給の観点からも、

レジリエンスの向上は国内外でますます重要性が高まると考え

ています。 

天然ガスサプライチェーンにおける、一層の「安定」、「安心」、

「安全」のご提供は言うまでもなく、再生可能エネルギーと分散

型電源の組み合わせにより、例えば 2019 年台風 15 号による

大規模停電時における電力供給などの災害時の停電対応や、

電力の系統安定性におけるレジリエンス向上に取り組んでい

きます。また、IoTを活用し機器や設備の故障予防、メンテナン

スなどの品質を高めることで、日々の暮らしやビジネスでもさら

なる安心・心理的安全の向上を図ります。こうした取り組みに

ついて、国内・広域やアジアなど、幅広く展開していきます。 

 

続きまして、「企業グループとしてのステージ向上」 につい

てご説明いたします。 

「企業グループとしてのステージ向上」の 1 点目は、「事業ポー

トフォリオ経営の進化」です。事業ポートフォリオ経営の進化に

ついて、ミライ価値の実現には、各事業ユニットにおいて利益

も資本効率も成長し、その集合体である Daigas グループ全体

の事業ポートフォリオが強靭化されることが必要です。 

その観点からも、新たな経営指標である ROIC の導入により、

各事業がそれぞれ B/S を意識し、総合的に稼ぐ力を高めてい

く、つまり投資を効率よく利益に結びつけることができるように

経営管理を一段と進化させます。これまでも ROE を経営指標

としてきましたが、投資が増えたことにより ROIC を重要な指標

として考えるようになり、全社だけではなく各事業ユニットが

ROIC ツリーによって機動的に B/S をどう変化させるか、ROIC

向上に効果的な投資は何かを考えるという運用をしていきます。 

同時に、キャッシュの規模を測る EBITDA も組み合わせます。 

加えて、事業ユニットへの権限委譲により機動性をさらに高め、

コーポレートにおいても事業計画や資源配分をこれまで以上

の頻度で見直すことによって、変化への対応スピードを上げ、

より柔軟かつ迅速な事業ポートフォリオの強靭化を進めていき

ます。 

ROIC について、少し補足いたします。ROIC は、「事業に使

う資産から、どれだけ効率的に利益を稼げているか」を表す指

標であり、こちらの図にあるように、各事業ユニットの運営と事

業ポートフォリオ管理の循環をよりスピーディかつ効率的に実

施し、稼ぐ力を向上すべく、グループ共通の経営指標として新

たに導入致します。多くのビジネスユニットの集合体ですので、
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それぞれの目標は事業特性によって異なりますが、共通の経

営指標を用いることで、事業ユニット、コーポレートともに資本

コストを上回る ROICを目指し、定期的なレビューや資源配分・

資産入替による見直しをはかることで、事業ポートフォリオマネ

ジメントをより実効性高く進めることができると考えています。グ

ループ全体の ROIC を現状の 4％程度から、今後の成長に伴

う収支構造の変化を反映し、2030 年度には 7％程度にまで高

めていくことを目指します。 

 

「企業グループとしてのステージ向上」の 2 点目は、「デジタ

ルトランスフォーメーションによる事業変革」です。 

デジタルの活用では、これまで申し上げたソリューションの高

度化、社内での業務改廃・システム刷新による生産性向上な

ど、攻めと守りの両方の促進に向け、新たにDX推進委員会や

DX 推進室を設置し、トップの牽引による Daigas グループ一丸

となった推進体制を構築します。  

 

「企業グループとしてのステージ向上」の 3点目は、「従業員

一人ひとりの価値の最大化」です。最も重要なステークホルダ

ーである従業員について、一人ひとりの価値の最大化を図り、

グループ全体の総合力を高めます。新型コロナウイルス感染

症拡大もあり、働く場所や働き方において、より柔軟な選択が

可能になるよう支援し、多様な人材の採用でダイバーシティ＆

インクルージョンを推進します。また社会課題の解決に向けて

チャレンジできる、心理的安定性の高いセーフティネットを張っ

た組織づくり、失敗を恐れない風土づくりを行うとともに、企業

に対する愛着・信頼といった従業員エンゲージメントの観測な

どによる定量的な効果検証も行うことで、PDCA をまわしていき

ます。何よりも、全ての従業員の安全と健康の確保に努めます。 

以上が、企業グループとしてのステージ向上に向けた取り

組みとなります。これらを通じて、今後とも、当社グループは、

将来の飛躍に向け、引き続き国内外の様々なフィールドでチ

ャレンジを続け、持続可能な社会の実現に貢献していきながら、

絶えざる進化を続けていきます。 

 

４．カーボンニュートラル化に向けた取り組み 

 

最後に当社が 1 月プレス発表を行った、「Daigas グループ カ

ーボンニュートラルビジョン」の内容をご紹介したいと思います。 

この半年で、カーボンニュートラルメタンの重要性が再認識さ

れた理由の１つには、当社が示したこのビジョンの効果もあると

考えています。 

 

まず、我々Daigas グループが 2050 年に向けて何に挑戦を

するのかをお示しします。Daigas グループは、メタネーションを

軸とした都市ガス原料の脱炭素化や、再生可能エネルギー導

入を軸とした電源の脱炭素化により、「2050 年カーボンニュー

トラル実現」へ挑戦し、革新的なエネルギー＆サービスカンパ

ニーとして、持続可能な社会の実現に向けたソリューションを

提供していくことを宣言しています。また、脱炭素社会実現の

ためには、その技術が確立するまでにCO2排出量をいかに削

減するかが鍵だと考えています。2030 年度に、再エネ普及貢

献として電力 500万 kW、その内、国内電力事業の再エネ比率

を 50%程度に、さらに、CO2 排出削減貢献目標を従来の 850

万㌧/年を更に積み増して 1,000 万㌧/年とし、省エネや天然

ガスの高度利用、再生可能エネルギーの普及などによる徹底

した CO2排出量削減貢献を進めます。 
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当社グループは 1905年に創業していますが、創業以来、実

は都市ガスといっても、その原料を石炭系から石油系、天然ガ

スへと転換してきた歴史があります。特に、天然ガスへの転換

作業は、1975年から1990年まで16年間の歳月をかけ、当時、

440 万件のお客さまを 1 件 1 件訪問して、転換調整した機器

は累計 2,300 万台にも及びました。また、お客さま先での燃料

転換（他燃料⇒都市ガス）を行うために、自ら機器の開発を行

ってきました。創業当初は石油ランプをガス燈に置き換え、そ

の後は厨房、暖房や給湯の都市ガス化、近年ではコージェネ

レーションや燃料電池等の先進的な機器開発を行い、お客さ

ま先での省エネ・低炭素化に貢献してきました。2000年以降は

電力事業に取り組み、天然ガス火力発電所の建設や再生可

能エネルギーの開発を進めています。このように、我々は常に

時代の変化とともに、エネルギーキャリアを変更したり、お客様

のニーズに合わせて新たなものを生み出してきたりと、イノベ

ーションの歴史を持っています。今回のカーボンニュートラル

化についても、新たなイノベーションにチャレンジしていきたい

と考えています。 

 

次に、Daigasグループが描く、エネルギービジネスの将来像

をお示しいたします。カーボンニュートラルを達成するための

手段については、エネルギーに関するイノベーションの進展や

社会情勢などを見極めながら柔軟に選択する必要があります。 

その中で、我々は３つのシナリオを準備しました。 

１つ目は、都市ガス燃料の脱炭素化であり、CO2を回収して

再生エネルギー由来の電力から生まれた水素と合成し、カー

ボンニュートラルメタンとしてお客さまの熱需要に対応します。 

２つ目は、電源の脱炭素化で、再生エネルギーの普及促進

に努めます。また、我々がお客さま先で導入する燃料電池、コ

ージェネレーションシステム、蓄電池といった分散型電源シス

テムは、出力変動の大きい再エネに対して、カーボンニュート

ラルな調整力として期待できます。 

最後に、ローカルネットワークによる水素供給です。このよう

に、Daigasグループは今後の技術進展や経済合理性を踏まえ

て、お客さま先を含めたサプライチェーン全体でカーボンニュ

ートラル実現に向けた取り組みを推進していきたいと考えてい

ます。 

 

このスライドでは、ガスが熱の低炭素・脱炭素への貢献する

ことをお示ししています。CO2 排出量が大きい産業用の高温

熱分野では、技術面や経済面の理由から、現在でも多くが石

炭や石油を利用されています。これらの分野において、天然

ガスや、将来的にはカーボンニュートラルメタンを活用すること

により、確実な CO2 排出削減、カーボンニュートラル化の実現

に貢献することができると考えています。 

 

次は、再生可能エネルギーと都市ガスシステムの親和性に

ついてです。再生可能エネルギーは天候の影響を受けるため、

調整力が必要となりますが、カーボンニュートラルメタンの活用

によるコージェネレーションや燃料電池などの分散型電源が、

グリーンな調整力としてベストミックスであると考えています。 

また、デジタル技術の活用により分散型電源をアグリゲートす

ることで仮想発電所（バーチャルパワープラント：VPP）を構築し、

系統安定化と更なる省エネルギーに貢献することも可能です。 

このように、再生可能エネルギーによる電力だけでなく、複数

のエネルギーを組み合わせることによって、最適なエネルギー

システムを構築することが重要です。 
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最適なエネルギーシステムを考える上で、重要な要素の一

つに「レジリエンス性」があります。近年増加している気候変動

による自然災害の増加リスク等を踏まえると、エネルギーのレ

ジリエンス確保は引き続き重要な課題です。 

これまで、阪神淡路大震災や東日本大震災などの大地震を

経験してきたことで、都市ガスは地震に対しても非常に強く、ま

たガス導管は地面に埋設されていることから、台風の影響を受

けにくく安定的にエネルギーを供給することができます。もし、

停電が起こったとしても、分散型電源として安心して電力・熱

供給を行うことが可能です。 

カーボンニュートラルの実現には様々なイノベーションが必

要であることから、複数のエネルギーソースを選択肢に持つ視

点も必要であり、そういった意味においても、都市ガスは今後

も重要な役割を担うと考えています。 

 

当社グループは、既にメタネーションの研究開発や再生可

能エネルギーの普及拡大に取り組んでおり、ガス体エネルギ

ー、電源の脱炭素化を進めるとともに、低炭素化の技術開発

を進めることで、中長期的なロードマップに沿ってさらに活動を

加速させます。特に、ガス体エネルギーの脱炭素化の核となる、

メタネーションの技術開発については、後程ご紹介いたします。 

 

次に、2050年のカーボンニュートラル化までの移行期間、い

わゆるトランジション期における重要な視点についてお話した

いと思います。脱炭素技術の実用化にはどの業界も今後注力

されていますが、実際には長い期間を要し、これらの代替案は

往々にして現状の技術よりも高コストになるため、実用化後も

脱炭素社会への転換のためには多大なコストがかかることが

予想されます。これをいかに低減するかがカーボンニュートラ

ル化実現へのカギであり、そのためには、脱炭素技術が確立

するまでの間に、確実な CO2排出量削減、つまり、「低炭素化」

を進めておくことが極めて重要です。 

Daigasグループでは、これまで進めてきた省エネ設備・機器

の開発、お客さま先での提案・導入、天然ガスへの転換、デジ

タル技術を活用したエネルギーマネジメントなどをご提案し、

今後さらに低炭素化を推進していきます。特に、4 月に菅総理

が 2030 年で CO2 を 46%削減することを目指すと宣言されまし

たが、現実的には、現状の技術で最大限の低炭素化を進める

ことが必要となり、石炭や石油から天然ガスに転換を進めるこ

とで大きく貢献できると考えています。我々がカーボンニュート

ラルメタンの導入を実現することで、そのままカーボンニュート

ラル化に移行することも可能です。 

 

ここでカギとなる技術として、我々は「メタネーション」をご提

案していますが、実はメタネーション技術は、石炭や石油から

ガスを製造していた時代から存在する技術です。 

上の図が、既往技術である「サバティエメタネーション」の反

応を示していますが、水を電気分解して水素を作り出し、ＣＯ２

と合成するプロセスの中で、現状では放熱ロスがあり、合成メタ

ンの生成効率は 55～60%にとどまります。この合成効率では、

合成メタンの製造コストが下がらないことに加え、水素を利用

する前提ですと、貯留する場合には、液化してマイナス 250 度

の極低温での取り扱いが必要になります。こういった課題を解

決するため、我々は革新技術として、「SOEC メタネーション」と

いう新たなメタンの合成手法を開発したいと考えています。 

「ＳＯＥＣ」とは、「 Solid Oxide Electrolysis Cell 」 の略称で、

固体酸化物を用いた電気分解素子のことを表しており、このＳ

ＯＥＣを用いて、水蒸気とＣＯ２を高温で同時に電解する技術

です。これにより、水素を使わずに、水とＣＯ２から直接メタンガ

スを合成し、しかも、85～90%という高効率での合成が期待でき

ます。我々には、もともとエネファームによって、ガスから発電

を行う燃料電池で培った技術力があり、今回のメタネーション

はまさにその逆反応を高効率に行うことを目指します。今後、

様々な技術開発要素がありますが、この SOEC メタネーション

を実現することで、カーボンニュートラル化に大きく貢献してい

きたいと考えています。 
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SOEC メタネーション技術の特徴について、もう少し詳しく見

ていきたいと思います。 

従来型の SOEC は、左側の図に示すとおり、全体を特殊な

セラミック材料で構成する必要があり、高コストかつスケールア

ップがしにくいものでした。そこで、当社では右側の図で示す

ように、金属支持型の構造に変更し、ホウロウ食器のように、丈

夫な金属版の表面を薄いセラミック層で覆う構造としました。 

これにより、高価な材料の使用量が従来の 1 割以下に抑え

ることができ、衝撃にも強くなり、複数の素子を接続してスケー

ルアップしやすいものになります。更に、この技術は水素や液

体燃料、化学品原料の製造にも展開可能であると考えていま

す。 

 

今、ご紹介した SOEC 共電解の研究開発以外にも、これま

で当社グループが培ってきたメタネーション技術の更なる深化

に取り組んでいきたいと考えています。 

例えば、生ごみを発酵させてバイオガスを発生させ、その中

に余っているＣＯ２をさらにメタン細菌によってメタン合成する

バイオメタネーションのような別の技術開発も行っており、大阪

関西万博での実証を目指して取り組んでいます。  

我々は、受け身で世の中が「カーボンニュートラル化される

ことを待つ」のではなく、このように、自ら積極的に新たな技術

を開拓して、「カーボンニュートラル化を先導する役割」 を担

っていきたいと考えています。 

 

Daigas グループは総合エネルギー企業として、これまでご

紹介してきました都市ガス事業だけでなく、再生可能エネルギ

ー電源の開発に取り組んでおります。これまで、陸上風力や太

陽光、バイオマスなど、国内外で約 70万 kWを開発してきまし

た。カーボンニュートラル実現に向けて、再生可能エネルギー

電源の開発は、今後さらに重要度が増すと考えています。 

洋上風力・地熱発電といった電源種の拡大やビジネスモデ

ルの拡大等により、2030 年には国内外における再生可能エネ

ルギー電源を 500 万 kw にまで増やし、国内電力事業におけ

る再生可能比率を 50%にまで引き上げることを目指します。 

電源を拡大するだけではなく、需給管理や発電予測などの技

術を組み合わせ、ビジネスモデルを拡大していく予定です。 

 

この図は、Daigasグループの直近の再生可能エネルギー電

源開発状況をお示ししていますが、風力、太陽光、バイオマス

発電などに積極的に取り組んでいます。 

 

Daigas グループは、これまでのガス燃料転換や機器開発を

ベースに様々な技術開発を行ってきました。我々のこうしたカ

ーボンニュートラルに関連する基礎技術は、大阪湾岸に位置
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する酉島地区で生まれています。 

この酉島地区は、ユニバーサルジャパンのすぐ北側にあり、

大阪・関西万博の開催予定地のすぐ近くでもあり、大阪市内か

ら比較的すぐにアクセスできる場所にございます。ここには、過

去に石炭・石油等からガスを製造してきたノウハウがあり、そこ

で蓄積してきたガス合成に関する技術開発をはじめ、天然ガ

スの高度利用、石炭化学から派生した材料分野など様々な技

術開発を行っています。 

今後は、この酉島地区を 「カーボンニュートラル研究開発

拠点」として「Carbon Neutral Research Hub」 と位置づけ、

Daigas グループ内での技術連携のみならず、パートナーとの

共同研究等により、カーボンニュートラルな燃料の製造や利用、

蓄電池などの新たな研究開発を進めていく予定です。 

 

最後に、カーボンニュートラル実現に向けた連携強化につ

いてお話したいと思います。 

カーボンニュートラル化の実現というチャレンジングな目標

は、我々Daigas グループだけの取り組みで実現できるもので

はないと考えており、様々な分野の方々との連携が、極めて重

要であると考えています。カーボンリサイクルの推進では、化

学・鉄鋼などの産業界の皆様との連携や、同じようなエネルギ

ーキャリアである e-fuel といった合成燃料などの他エネルギー

業界の皆様との連携など、幅広い連携が必要です。 

また、日本よりも安い再生可能エネルギーが利用できる可能

性がある、海外でのカーボンニュートラルメタンの製造を検討

するため、プラントメーカーさまや商社さま、制度整備を踏まえ

た行政との連携なども重要になると認識しています。さらに、水

素の利活用については、お客さまのご意見も踏まえながら、コ

ンソーシアム等も活用して今後の進め方を見極めていきたいと

考えています。 

直近では、カーボンニュートラル化の多様なニーズにお応

えするために、天然ガスの採掘、輸送、製造、燃焼のそれぞれ

の CO2 を CO2 クレジットでオフセットした都市ガスもご提供し

ています。 

このように、技術開発のみならず、お客さまとともに地球規模

での環境貢献に寄与する取り組みを推進していきます。 

 

 

ここまで長時間にわたり、カーボンニュートラル化の動向や

Daigasグループの取り組みについてご紹介をさせていただき、

ありがとうございました。本日ご説明した内容を、総括させてい

ただきたいと思います。 

菅総理による昨年 10月の 2050年脱炭素宣言や、今年 4月

に表明された 2030 年度の温室効果ガス 46%削減（2013 年度

比）を契機に、日本の低・脱炭素化の動きは急激に加速し、産

業構造や経済社会の大きなパラダイム転換が起こりつつありま

す。 

Daigas グループは、100 年を超える歴史の中で、これまでも

何度も社会環境やお客さまニーズの変化に合わせて、都市ガ

ス原料の転換や、新たな機器開発などのイノベーションに取り

組んできました。 

今後、社会がカーボンニュートラルを目指す中で、我々はこ

れまで培ってきたチャレンジ精神を活かし、革新的なメタネー

ション技術による都市ガス原料の脱炭素化や、再生可能エネ

ルギー導入による電源の脱炭素化等を牽引します。 

Daigas グループは、「時代を超えて選ばれ続ける革新的な

エネルギー＆サービスカンパニー」への進化を通じ、持続可能

な社会の実現に向けて挑戦していきます。 

本日ご紹介しました我々の取り組みが、皆様の今後の活動

の一助となりましたら幸いです。              （終了） 

 

 


